
月例経済報告等に関する関係閣僚会議資料

平成29年９月25日

内閣府



<現状>

景気は、緩やかな回復基調が続いている。

<日本経済の基調判断>

<先行き>
先行きについては、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果
もあって、緩やかに回復していくことが期待される。ただし、海外経済の不確
実性や金融資本市場の変動の影響に留意する必要がある。
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<政策の基本的態度>

政府は、東日本大震災からの復興・創生及び平成28年（2016年）熊本地震からの復旧・復
興に向けて取り組むとともに、デフレからの脱却を確実なものとし、経済再生と財政健全化の
双方を同時に実現していく。このため、「経済財政運営と改革の基本方針2017」、「未来投資
戦略2017」、「規制改革実施計画」、「まち・ひと・しごと創生基本方針2017」及び「ニッポン一億
総活躍プラン」を着実に実行する。さらに、人づくり革命については、「人生100年時代構想会
議」を立ち上げたところ。年内に中間報告、来年前半には基本構想を取りまとめるため、検討
を進める。働き方改革については、３月に決定した「働き方改革実行計画」に基づき、早期に
関連法案を提出するとともに、高度プロフェッショナル制度の創設や企画業務型裁量労働制
の見直しなどの法改正を早期に図る。また、デフレから完全に脱却し、しっかりと成長していく
道筋をつけるため、「未来への投資を実現する経済対策」及びそれを具体化する平成28年度
第２次補正予算を円滑かつ着実に実施する。加えて、平成29年度予算を円滑かつ着実に実
施する。
これらにより、好調な企業収益を、投資の増加や賃上げ・雇用環境の更なる改善等につな
げ、地域や中小・小規模事業者も含めた経済の好循環の更なる拡大を実現する。

日本銀行には、経済・物価情勢を踏まえつつ、２％の物価安定目標を実現することを期待す
る。
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今月のポイント（１） –景気回復の長さについて–

 景気の山・谷の判断は、データの蓄積を待ったうえで、専門家の審議を踏まえて行われてお
り、その事後的検証を待つ必要があるが、2012年11月の景気の谷以降、本年９月までで景気
回復の長さは58か月間となり、戦後２位のいざなぎ景気を超える景気回復の長さとなった可
能性が高い。

 今回の景気回復では、４年半にわたるアベノミクスの推進により、名目ＧＤＰの伸びは実質
ＧＤＰの伸びを上回っている。また、2012年と比べ、就業者数は185万人増加するなど、雇
用・所得環境は改善し、経済の好循環が実現しつつある。

（備考）１．記載されている期間は、景気拡張期間を示す。
２．景気拡張・後退局面の判断には、景気動向指数の採用指標に移動平均を施して検討するため、

半年から１年程度のデータ蓄積が必要となる。
３．景気の名称については、政府として公式につけているものではなく、メディア等で

用いられて通称となったもの。

○今回の景気回復の特徴

（備考）１．内閣府「国民経済計算」、総務省「労働力調査（詳細集計）」により作成。
２．ＧＤＰ成長率は四半期の値、就業者数は暦年の平均値を使用。

順位 期間

１位 73か月間
2002年２月～2008年２月

(第14循環)

２位 57か月間
1965年11月～1970年７月

(第６循環<いざなぎ景気>)

３位 51か月間
1986年12月～1991年２月

(第11循環<バブル景気>)

今回 58か月間 2012年12月～

○過去の景気回復の長さ

就業者数の増加ＧＤＰ成長率
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直近までの
増加分

（年換算）

設備投資
6.6兆円

人件費
3.1兆円

営業利益
25.2兆円

67.6
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77
（％）

（年度）
※シャドー部分は景気後退期を表す。

今月のポイント（２） －企業収益と設備投資、人件費の動向－

 企業収益は、過去最高となり、５四半期連続で増加した。
 一方で、労働分配率は、景気回復期には低下し、景気後退期には上昇する傾向があるものの、足もと

では過去20年の景気回復期と比べても、最も低い水準となっている。
 さらに、企業収益と設備投資、人件費について、2012年10－12月期以降の動きを見てみると、営業利

益が25.2兆円増加するなか、設備投資は6.6兆円、人件費は3.1兆円の増加にとどまっている。

○経常利益
○労働分配率の動向

労働分配率＝人件費／付加価値

（備考）１．財務省「法人企業統計季報」により作成。
２．金融業、保険業を除く。
３．季節調整値。人件費の季節調整は内閣府による。
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非製造業
製造業

全産業

2017年4-6月期 前期比
全産業 ： ＋ 4.0％
製造業 ： ＋ 0.5％
非製造業 ： ＋ 6.1％

(備考)１．財務省「法人企業統計季報」により作成。季節調整値。
２．資本金１千万円以上の企業が対象。
３．金融業、保険業を除く。

○企業収益、設備投資、人件費の動向
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（備考）１．財務省「法人企業統計年報」により作成。
２．金融業、保険業を除く。
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天候に
よる影響

業種 地域 主要コメント

＋ コンビニ 九州
８月は、東日本と違い、九州南部では猛暑が続き、
飲料・氷菓の売上が好調で前年比10％増であった。
来客数・客単価共に上昇しており、順調である。

－ 遊園地 東北
記録的な長雨がお盆を含んだ夏休みを直撃してお
り、来客数が前年よりも25％も下回っている。

＋
一般

レストラン
北関東

レストランの来客数・売上共に前年同期に比べ１割
程度良い。宴会売上件数は減少している。お盆休み
の天候不順により観光地へ出掛けなかった客が地元
での外食にお金をつかったようである。

－ 家電小売店

百貨店 東北

今月は長く低迷が続いていた婦人服に回復の兆しが
みられており、ミドルからシニアにかけて顧客層の
売上が伸びている。また、気温が低いこともあり初
秋物に動きがみられている。

＋

南関東
前半は天候不順で暑い日が少なかったため、エアコ
ンの販売数が予定よりも少ない。今は需要が落ち着
いてしまっている。
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（2011年＝100） ○消費総合指数（実質）

３ＭＡ（３か月移動平均）

(月)

(年)

３ＭＡ
５月 ▲0.8％ ＋0.3％
６月 ▲0.6％ ▲0.0％
７月 ＋0.3％ ▲0.4％

消費総合指数
前月比

（備考）消費総合指数は内閣府試算値。季節調整値。実質。

（日）

（月）

○日用品・飲食料品等の日次売上高

(ＰＯＳデータ)

（備考）日経CPINOWにより作成。後方7日移動平均値。

(前年比、％)

○景気ウォッチャー（2017年８月調査）

（備考）内閣府「景気ウォッチャー調査」（調査期間：2017年８月25日～31日）により作成。

東京都心の日照時間は、1891年（明治

24年）の観測開始以来、過去最低。

（平年比、％）

○８月の日照時間

（備考）気象庁「日本の月の天候」資料により作成。
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（前月比） ５月 ６月 ７月

出来高 ＋ 2.5％ ▲ 1.4％ ▲ 0.7％

３ＭＡ ＋ 2.0％ ＋ 1.1％ ＋ 0.1％

実線は３ＭＡ

住宅建設：横ばい

(備考)１．国土交通省「建設総合統計」により作成。

２. 参考数値を用いて内閣府で季節調整。

○公共工事出来高
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（年率：万戸）

（月）

（年）

持家

貸家

分譲

総戸数

利用関係別 7月 前月比

総戸数 97.4万戸 ▲ 3.0％ 持家 28.8万戸 ▲ 0.1％

貸家 42.5万戸 ＋ 4.2％ 分譲 26.1万戸 ▲11.6％

○住宅着工戸数

（備考）国土交通省「住宅着工統計」により作成。季節調整値。後方３か月移動平均。

(月)

(年)

公共投資：堅調に推移している

○「個人による貸家業」に対する金融機関の新規貸出額(前年比)

（備考）１．日本銀行「貸出先別貸出金」により作成。

２．新規貸出額は、国内銀行・信用金庫・その他の金融機関の「設備資金新規貸出額」の和。

３．個人による貸家業への貸出とは、個人への賃貸用住宅の建築・購入資金向け貸出（いわゆるアパートローン等）のこと。
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設備投資：持ち直している

（備考）財務省「法人企業統計季報」により作成。季節調整値。

○業種別設備投資
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全規模全産業

（2012年10－12月期=100）

非製造業

製造業

2017年4-6月期

前年同期比 前期比

全規模全産業 ＋ 0.6％ ▲ 2.8％

製造業 ▲ 8.0％ ▲ 5.4％

非製造業 ＋ 5.9％ ▲ 1.4％

（備考）１．財務省「法人企業統計季報」および日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（2017年６月調査）により作成。

２．内閣府による季節調整値。

３．実績値、計画値ともに大中堅企業（資本金１億円以上）ベース。

４．17年度の計画値は、法人企業統計の16年度の実績値の平均に、短観の計画値の前年度比を乗じて試算した。
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アジア（目盛右）

アメリカ（目盛右）

ＥＵ（目盛右）

全体

（2010年＝100）
○地域別輸出数量

（備考）財務省「貿易統計」により作成。内閣府による季節調整値。３か月移動平均値。

（月）

（年）

外需：輸出は持ち直している

前月比
（３ＭＡ）

全体 アメリカ ＥＵ アジア

８月 ＋0.9％ ＋1.1％ ▲2.5％ ＋1.2％

生産：持ち直している

（備考）経済産業省「鉱工業指数」により作成。数字は季節調整値。

８、９月の×は製造工業生産予測調査の値、８月の△は予測調査と実現値の誤差の傾向をもとに算出した先行き試算値(経済産業省作成)。

各業種名の隣にある（ ）内の数値は、当該業種の鉱工業生産全体に占めるウエイト。

○業種別の鉱工業生産

（月）

（年）

鉱工業生産

前月比▲0.8％
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完全失業率
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正社員の
有効求人倍率

（1994年６月以来の水準）

（倍）
○完全失業率と有効求人倍率

（％）
○雇用者数（前年差）の推移（男女別）

（備考）総務省「労働力調査」、厚生労働省「一般職業紹介状況」より作成。

○現在労働参加していない65歳未満人口（学歴別）

雇用情勢：改善している

（備考）総務省「労働力調査」より作成。

（備考）１．総務省「労働力調査（詳細集計）」より作成。

２．2017年４～６月期の数値。在学中の者を除く非労働力人口。

３．高校等は、小学・中学・高校。
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物価：消費者物価は横ばい
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○消費者物価上昇率（前年比）
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※数値は前月比
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６月 ７月 ８月 ９月

（前年比、％）

きゅうり

トマト

レタス

キャベツ

（日）

（備考） １．農林水産省「食品価格動向調査」により作成。

２．毎週月曜日から水曜日のいずれかの日に、各都道府県10店舗の量販店（全国470店舗）で訪問調査を行ったもの。

３．特売価格等を含まない消費税込みの価格で、全国調査店舗の単純平均。

○野菜の小売価格（前年比）

（備考）１．総務省「消費者物価指数」により作成。連鎖基準方式。

２．上図は、季節調整値。

３．下図は、内閣府で消費税率引上げの影響を除いたもの。

○最近価格の変動が見られる品目

（備考）各社資料・報道等により作成。

携帯電話
通信料

○ ７月から通信会社Ａ社が通信料を平均約20％値下げ

診療代 ○ ８月から70歳以上の高額療養費の自己負担上限額を引上げ

外食

運送料

○ ９月からレストランチェーンＢ社がビール価格を約６％値上げ
○ 10月から居酒屋チェーンＣ社が全商品価格を約６％値上げ

○ 10月から運送業者Ｄ社が基本運賃を平均約15％値上げ
○ 11月から運送業者Ｅ社が基本運賃を平均約９％値上げ
○ 来年３月から運送業者Ｆ社が基本運賃を平均約12％値上げ
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4.0

4.5

5.0

5.5

2008 09 10 11 12 13 14 15 16 17
（備考）１．ＦＲＢより作成。

２．ＱＥ（Quantitative Easing）：量的緩和政策、ＭＢＳ（Mortgage-Backed Securities）：住宅ローン担保証券

ＱＥ３
12年９月～14年10月

（月）

（年）

（兆ドル）

その他資産

ＱＥ１
08年11月～10年６月

中・長期国債

ＭＢＳ等
ＱＥ２

10年11月～11年６月

再投資政策の見直しについて（17年９月19日～20日 ＦＯＭＣ）

・17年10月より、バランスシート正常化プログラム（６月決定）に

着手

・削減額の上限は当初月額100億ドル（米国債60億ドル・ＭＢＳ

40億ドル）、１年かけて500億ドルに拡大、以降500億ドルを維持

アメリカ経済：景気は着実に回復が続いている

〇実質ＧＤＰ成長率※

-4

-2

0

2

4

6

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ

2014 15 16 17

（※前期比年率、％）

（期）

（年）

在庫投資

設備投資

個人消費

住宅投資

純輸出

政府支出

（備考）アメリカ商務省より作成。

17年４～６月期 3.0％※ （16年1.5％）

○連邦準備制度のバランスシート（資産側）
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○新築住宅販売価格

46

48

50

52

54

1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 8

2014 15 16 17

製造業
８月 51.7

（ポイント）

新規受注
８月 53.1

（月）

（年）

改善/増加

悪化/減少

（備考）1. 中国国家統計局より作成。

2．季節調整値。調査対象社数は3,000社。

3．製造業の景況感（ＰＭＩ）は、業況に関わる10以上の項目について調査を行い、「新規受注」、「雇用」等５項目を集計

したもの。「新規輸出受注」は５項目に含まれない。

75

100

125

150

1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 78

2011 12 13 14 15 16 17

（2015年＝100）

１級都市
８月 139

（月）

（年）

（備考）1．中国国家統計局より作成。

2．価格水準は、15年の１㎡当たりの価格を100として指数化し、１級、２級、３級都市について、それぞれ平均を算出。

3．１級都市は北京、上海、広州、深セン、２級都市は天津、杭州等31都市、３級都市は吉林、洛陽等35都市。

中国経済：各種政策効果もあり、景気は持ち直しの動きがみられる

○実質ＧＤＰ成長率

-2

0

2

4

6

8

10

2013 14 15 16 17 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ

2014 15 16 17

（四半期系列、前年比、％）

（期）
（年）

（前年比寄与度、％）

（年）

資本形成

最終消費

純輸出

（備考）1．中国国家統計局より作成。

2．17年は１-６月の値。

3．前期比年率の値は、内閣府による年率換算。季節調整値。

４－６月期

6.9％

上期

4.4

2.3

0.3

7.0 

7.4 7.4 7.4 

6.1 

7.8 7.4 

7.0 5.3 

7.8 

7.4 

7.0 

5.3 

7.0 

4
6
8
10

ⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡ

2014 15 16 17

（前期比年率、％）

（期）

（年）

２級都市
８月 118

３級都市
８月 111

○製造業の景況感

-10

0

10

20

30

1-2 4 7 10 1-2 4 7 10 1-2 4 7 10 1-2 4 7 8

2014 15 16 17

固定資産投資
８月 6.6％

（前年比、％）

不動産開発投資
８月 7.0％

インフラ関連投資
８月 20.8％

（月）

（年）

製造業
８月 3.6％

（備考）1．中国国家統計局より作成。

2．３か月移動平均値の前年比。なお、１-２月は合算値。

3．インフラ関連投資は、道路、ダム、鉄道等の投資額を合算したもの。

○固定資産投資
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（％）

ドイツ

フランス

イタリア

（年）
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130
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（指数、2000年＝100）
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フランス

（年）
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Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ

2014 15 16 17

個人消費

純輸出

ユーロ圏 17年４-６月期 2.6％※（16年1.8％）

（※前期比年率、％）

固定投資

政府消費

在庫他

ユーロ圏経済：景気は緩やかに回復

○ユーロ圏の実質ＧＤＰ成長率※

（期）

（年）

○ユーロ圏主要国の製造業の景況感

○ユーロ圏主要国の設備投資

（備考）各国統計より作成。

30

35

40

45

50

55

60

65

（年）

（ＤＩ）

ドイツ

イタリア

フランス

○ユーロ圏主要国の失業率

実質ＧＤＰ成長率

2000

（備考）ユーロスタットより作成。

（備考）1. 各国統計より作成。

2. 設備投資は機械設備投資。

（備考）1. ＩＨＳ Ｍａｒｋｉｔ社より作成。

2. 製造業の景況感は、製造業購買担当者指数（ＰＭＩ）。

3.7

11.3

9.8

７月
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